
資料２－１０ 
                                                                  

２００７年日本政府年次報告 

「国際労働基準の実施を促進するための三者協議に関する条約（第１４４号）」 

（２００５年６月１日～２００７年５月３１日） 

 

１．Ⅰについて 

 前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

２．Ⅱについて 

 

〔第１条〕 

 前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

〔第２条〕 

 前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

〔第３条〕 

 前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

〔第４条〕 

 前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

〔第５条〕 

 各事項について、以下のとおり追加する。 

 

（ａ）について 

第９５回国際労働総会（ＩＬＯ総会）の議題「労働安全衛生（Occupational safety and health）」

に関する条約及び勧告の案文に対する政府の意見の作成、「雇用関係 Relationship in  employment」

に関する質問書に対する政府の回答の作成については、ＩＬＯ懇談会の場での協議が時期的に難しか

ったことから、書面により協議を行った。それぞれの書面協議の結果、労使代表双方より意見が提出

された（別添１、２、３、４参照）。 

加えて、第９６回ＩＬＯ総会の議題「漁業部門における労働（Work in fishing sector）」に関する

質問書に対する政府の回答の作成については、２００６年９月１１日に開催したＩＬＯ海事協議会の

場において漁業分野に関する我が国の代表的労使団体と協議を行った（別添１１参照）。 

 

（ｂ）について 

第９５回ＩＬＯ総会で採択されたＩＬＯ第１８７号条約については、採択後１年以内に批准承認さ

されたところである（２００７年６月１５日）。同条約の批准承認を求めて同条約を国会に提出（２０

０７年３月９日）したことをもってＩＬＯ憲章第１９条に基づく権限のある機関に対して行われる提

出（以下、「権限ある機関への提出」という）を行ったものと解している。この国会提出に先立って、

ＩＬＯ懇談会の場での協議が時期的に難しかったことから、書面により協議を行ったところ、同条約
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を締結することとしたいとした政府提案について、労使から支持が表明された。また、第１９７号勧

告及び第１９８号勧告に係る権限ある機関への提出については、ＩＬＯ懇談会の場での協議が時期的

に難しかったことから、書面により協議を行ったところ、第１９８号勧告について、労働者代表より

意見が提出された（該当意見の写し（別添５）を参照）。 

 

第９４回ＩＬＯ海事総会で採択された海事労働条約に係る権限ある機関への提出については、ＩＬ

Ｏ海事協議会の場での協議が時期的に難しかったことから、書面により協議を行った。労使代表共に

意見は提出されなかった。 

（ｃ）について 

２００７年４月１０日に開催したＩＬＯ懇談会の場において、労使代表の合意を得た上で、ＩＬＯ

第９４号、第１０５号、第１１１号及び第１７５号条約の４条約について協議を行った。 

２００５年９月２０日に開催したＩＬＯ海事協議会の場において、ＩＬＯ第１８５号条約について

協議を行った。 

 

（ｄ）について 

（１）２００５年報告書について 

 ＩＬＯ第４５号、第８７号、第８８号、第９８号、第１００号、第１１５号、第１１９号、第１

２０号、第１２２号、第１３９号、第１４４号、第１５９号及び第１８２号条約に関する２００５

年の報告書の作成については、２００５年９月２１日開催のＩＬＯ懇談会前に労使団体に送付して

その意見を聞くとともに、懇談会の場において協議を行った。 

ＩＬＯ第１００号、第１１５号、第１１９号及び第１４４号条約に関する２００５年の報告書の

作成については、２００５年９月２０日開催のＩＬＯ海事協議会前に労使団体に送付してその意見

を聞くとともに、海事協議会の場において協議を行った。 

 

（２）２００６年報告書について 

  ＩＬＯ第２９号、第８１号、第１３１号、第１３８号、第１５６号及び第１８２号条約に関する

２００６年の報告書の作成については、２００６年９月１２日開催のＩＬＯ懇談会前に労使団体に

送付してその意見を聞くとともに、懇談会の場において協議を行った。 

ＩＬＯ第１３１号、第１３８号、第１５６号及び第１８２号条約に関する２００６年の報告書の

作成については、２００６年９月１１日開催のＩＬＯ海事協議会前に労使団体に送付してその意見

を聞くとともに、海事協議会の場において協議を行った。 

 

（ｅ）について 

  協議すべき事項は無かった。 

 

〔第６条〕 

今次報告期間に開催されたＩＬＯ懇談会及びＩＬＯ海事協議会の議事要旨については、別添６～

１１を参照されたい。 

 

〔ＩＬＯ条約勧告適用専門家委員会の直接要請について〕 

ＩＬＯ第１０５号条約及び第１１１号条約の批准については、２００７年４月１０日に開催した

ＩＬＯ懇談会の場において、労使からの提案に基づき協議を行った（別添９参照）。 

 

３．Ⅲについて 
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  前回までの報告に追加すべき事項はない。 

 

４．Ⅳについて 

該当無し 

 

５．Ⅴについて 

  該当無し 

 

６．Ⅵについて 

  本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

   （使用者団体）日本経済団体連合会 

   （労働者団体）日本労働組合総連合会 
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別添６ 

第５回ＩＬＯ懇談会議事要旨 

 

１．日時： 平成１７年９月２１日（水） １４：００～１６：００ 

  

２．場所： 厚生労働省第１７会議室 

  

３． 出席者：（敬称略）  

 （１）労働者側   

日本労働組合総連合会総合国際局長          中嶋 滋  

日本労働組合総連合会雇用法制対策局長        長谷川 裕子  

日本労働組合総連合会国際局部長           湯本 健一 

  

 （２）使用者側   

日本経団連国際協力センター参与           鈴木 俊男  

日本経済団体連合会労働法制本部長          讃井 暢子  

日本経済団体連合会労働法制本部国際関係グループ長  高澤 滝夫  

                             （川本裕康労働政策本部長の代理） 

 

  （３）政府側   

厚生労働省大臣官房総括審議官（国際担当）      恒川 謙司  

厚生労働省大臣官房国際課長             妹尾 吉洋  

厚生労働省大臣官房国際課海外情報室長        野地 祐二  

  

４． 議題  

 （１）第９３回ＩＬＯ総会について（報告）  

 （２）2005 年年次報告について（協議）  

(1) 第４５号条約  (2) 第８７号条約  (3) 第８８号条約  (4) 第９８号条約  

(5) 第１００号条約  (6) 第１１５号条約  (7) 第１１９号条約  (8) 第１２０号条約  

(9) 第１２２号条約  (10) 第１３９号条約  (11) 第１４４号条約  (12) 第１５９号条約  

(13) 第１８１号条約   

  

５．議事要旨  

 

（１）議題１ 第９３回ＩＬＯ総会について（報告） 

 恒川総括審議官からの挨拶と出席者の紹介に引き続き、政府側より第９３回ＩＬＯ総会の概要説

明がなされた。 

【主なやりとり】 

（労働者側） 

 漁業分野における労働に関する条約の不成立について、欧州基準の色彩が濃い条約案の採決を

強行しようとしたことにも問題はあったが、危険度の高い労働の基準作りに日本が『消極的』で

あったと思われているため、次回討議の際には前向きな姿勢をとってほしい。 

（政府側） 

 ２年後の再討議に向けては、アジア地域の特色も反映された中身となるよう努めてまいりたい。

また、労使の意見もよく聞いていきたい。  

 

 （２）議題２「2005 年日本政府年次報告」 

政府側より、2005 年の日本政府年次報告案について説明がなされた後、意見交換が行われた。  

 

【労働者側意見の説明】 



 ８８号条約に関し、2005 年からの職業安定組織の市場化テストが将来の民間開放に繋がらないか心配

している。 

 ８７号条約に関し、ＩＬＯ事務局に情報提供を行ったところ。 

 ９８号条約に関しては、併せて「代償措置」の形骸化について指摘したい。 

 １００号条約に関し、男女の賃金が同一でない実態を踏まえ、法改正を求めている。また、パート労

働者等の一般労働者との待遇の乖離等について意見を提出した。 

 １４４号条約について、未批准条約の批准促進は懇談会の大きな役割であり、どのような法律的事項

が未批准条約の批准を阻害しているのか情報を頂きたい。  

 

【８８号条約に係るやりとり】 

（政府側） 

 国の行う職業紹介業務自体は、市場化テストの対象とはなっていない。勤労権を国が保障するという

問題にも関わる。日本に限らず各国で職業紹介は雇用保険と密接な関係を有している。 

（労働側） 

 １８１号条約との関係はどうなるのか。現在、市場化テストをしているものは、ある一定の枠にはめ

られているだろうが、将来的に一部が民営化されれば、何のために８８号条約があるのかということに

なる。  

 

【１００号条約に係るやりとり】 

（政府側） 

 現実には男女間で賃金格差が確かに存在しており、厚生労働省では賃金格差解消のためのガイドライ

ンを策定している。この他、仕事と家庭を両立しやすい職場形成の促進など格差解消への取組の周知・

啓発を図っているところである。 

（使用者側） 

 ＩＬＯによれば、男女間の賃金格差は１００対６０いくつとのことだが、明確な根拠が得られない。

このような数字が一人歩きしてしまうことについて改善を要する。 

（労働者側） 

 女性は低収入のパートや有期契約の労働従事者も多いが、常用雇用の女性は逆に男性と遜色ない収入

を得ており、「女性一般」では語れなくなっている。  

 

【８７号条約、９８号条約に係るやりとり】 

（政府側） 

 公務員制度改革については、労働者側と、また使用者側とも話し合いを続けていきたい。ＩＬＯには

その話し合いを見守っていただきたい、と考えている。  

 

【１４４号条約に係るコメントに係るやりとり】 

（労働者側） 

 政労使揃ってＩＬＯ理事を務める日本として、未批准の基本条約の早期批准を目指す必要がある。特

に１１１号についてはこれまで何度も批准できないかとの話があった。どのような法令を変える必要が

あるか明らかであれば、労使の立場で働きかけができるはず。また、既批准の条約をきちんと適用させ

ることが重要である。 

（使用者側） 

 第４回懇談会の議事録にも、具体的な方法は検討する旨記録がある。建設的な議論が行われるように

されたい。 

（政府側） 

 何が未批准条約の批准のネックとなっているかについては多くの点を慎重に調べる必要があり、この

懇談会が正式では扱いにくい。この場でなくても何らかの場で議論できないか検討したい。  

 

【１３９号条約に係るやりとり】 



（労働者側） 

 １３９号条約に関し、今回の年次報告は本年５月３１日までを対象としているが、次回の報告ではア

スベストについて、きちんと書く必要がある。  

 

【その他】 

（労働者側） 

 女性の社会進出が進む中、労働現場における男女比率に適合するような労働監督官の男女比率が必要

とされている。我が国の労働基準監督官の男女比率を知りたい。 坑内労働の関連で地下鉄等のトンネ

ル工事については、女性技術者からトンネルに入れないという状況を変えてほしいとの要望がある。 

（使用者側） 

 政府の年次報告案は早めに送付してほしい。   

 

－了－ 



別添７ 

第６回ＩＬＯ懇談会議事要旨 

 

１．日時：平成１８年４月１８日（火） １０：００～１１：００ 

 

２．場所：厚生労働省第１７会議室 

 

３．出席者：（敬称略） 

（１）労働者側 

  日本労働組合総連合会国際代表            中嶋  滋 

  日本労働組合総連合会総合労働局長          長谷川裕子 

  日本労働組合総連合会国際局長            生澤 千裕 

 

（２）使用者側 

  日本経団連国際協力センター参与           鈴木 俊男 

  日本経済団体連合会労働法制本部長          讃井 暢子 

  日本経済団体連合会労働法制本部国際関係グループ長  高澤 滝夫  

（川本裕康労働政策本部長の代理） 

（３）政府側 

  厚生労働省大臣官房総括審議官（国際担当）      恒川 謙司 

  厚生労働省大臣官房国際課長             妹尾 吉洋 

  厚生労働省大臣官房国際課海外情報室長        野地 祐二 

 

４．議題 

第 295 回ＩＬＯ理事会について（報告） 

 

 

５．議事要旨 

恒川総括審議官からの挨拶と出席者の紹介に引き続き、政府側より第 295 回ＩＬＯ理事

会の概要説明がなされた。 

 

【主なやりとり】 

（労働者側） 

ＯＳＨＭＳ（労働安全衛生マネジメントシステム）の動向に関し、日本政府のイニシア

ティブで方向性が定まってきたことを評価する。 

ミャンマー（ビルマ）の強制労働問題が、労働者側の提案に基づき、来る総会の正式な

議題に取り上げられたことを評価する。 

ＰＦＡ（計画・財政・管理委員会）のＲＢＭ（結果重視型管理）について、政府は、事

務局がこれをＲＢＢ（結果重視型予算）のみに限定解釈していると主張しているが、ＩＬ

Ｏの事業は行政と同じく短期的な視点で結果を論ずることは難しいのではないか。ＩＬＯ

への批判が日本政府に跳ね返る結果となることを懸念する。 

ＭＮＥ（多国籍企業小委員会）の三者宣言 30 周年記念イベントは、具体的内容は今年

11 月の理事会で示される予定ながら、今回の理事会の重点項目の一つである。 

ＷＰ／ＳＤＧ（グローバル化の社会的側面ワーキングパーティー）に関連し、ディーセ

ントワークカントリープログラム（ＤＷＣＰｓ）が今後のＩＬＯの活動の中心に据えられ

ていく中、我が国としてどう取り組んでいくかを考える必要がある。このＤＷＣＰｓは決

して途上国向けのみのものではない。 

 



（使用者側） 

 2008 年のＩＬＯ総会議題については、2007 年総会議題「グローバル化におけるＩＬＯ

の強化」がどう結するかにもよるが、今後のＩＬＯの体制にも絡む問題であるため、見極

めが必要である。 

 ミャンマーの強制労働問題について、総会の正式議題とするという理事会での結論は妥

当と考える。 

ＯＳＨＭＳについて、ＩＳＯからＩＬＯへの申し入れに関しての非公式会合は多くの参

加者を集め、理事会本会議での正式な議論を経て、11 月に結論を出すこととなった。使用

者側としても注視している。 

 また、理事会本会議で議論とはならなかったものの、国際労働問題研究所の事業に関連

して、ＩＬＯは「ＩＬＯディーセントワーク・リサーチ・プライズ」を制定することとし

た。これが日本国内の活動に良い結果をもたらすことを期待する。 

ＣＦＡの案件数の多さは、委員にとって大きな負担となっている。 

 ＰＦＡについて、事務局は適切な人材戦略の報告書を提出していない。各種案件の決定

項目のパラグラフについては、拡大解釈できない言葉に修正させることが必要である。 

 ＭＮＥについては、３０周年記念イベント以前に、「三者宣言が与えた影響についての

調査」に関する回答数が少ないという問題に取り組むべきである。 

 ＥＳＰ（雇用社会政策委員会）に関連し、ＩＬＯは計画したプログラムを消化できてい

ない。決算できちんとしたチェックをしてから次のアクションに移さないといけない。 

 ＳＴＭ（部門別技術会合委員会）では、ここにある「移民労働」を含め３つの報告書が

取り上げられたが、事務局がＩＬＯのマンデートを超える結論を誘導しようとしている傾

向もあり、きちんとチェックする必要がある。 

 ＷＧ／ＩＬＣ（総会改革ワーキンググループ）に関しては、アジアグループが提出した

アイディアペーパー、それに西欧・北米グループが加筆したペーパーなどが出されている。 

 ＷＰ／ＳＤＧについて、事務局より提案がなされているグローバルポリシーフォーラム

の開催について、使用者側はこれまで反対していたが、ＩＬＯのマンデートを超えないも

のとするということを条件として開催を認める意向である。 

 

（政府側） 

ＰＦＡのＲＢＭに関連し、当省でも plan、do、 check、act というサイクルで施策に取

り組むという流れであるが、ＩＬＯにおいてはここでいう check に当たる決算機能が非常

に弱いことを懸念している。 

 また、ＣＦＡにしても、ＷＧ／ＩＬＣにしても、ＰＦＡの外部監査人選定パネルにして

も、我が国政労使のいずれかがメンバーとして選ばれているところであり、今後とも我が

国としての役割を果たしていきたい。 

 

 

－了－ 

 

 

 



別添８  

第７回ＩＬＯ懇談会議事要旨 

 

 

１．日時：平成１８年９月１２日（火） １５：３０～１７：３０ 

 

２．場所：厚生労働省第１７会議室 

 

３．出席者：（敬称略） 

（１）労働者側 

  日本労働組合総連合会国際代表            中嶋  滋 

  日本労働組合総連合会国際局長            生澤 千裕 

  日本労働組合総連合会国際局部長           湯本 健一 

（長谷川裕子総合労働局長の代理） 

 

（２）使用者側 

  日本経団連国際協力センター参与           鈴木 俊男 

  日本経済団体連合会労政第二本部長          松井 博志 

  日本経済団体連合会国際第二本部長          讃井 暢子 

 

（３）政府側 

  厚生労働省大臣官房総括審議官（国際担当）      松井 一實 

  厚生労働省大臣官房国際課長             妹尾 吉洋 

  厚生労働省大臣官房国際課海外情報室長        野地 祐二 

 

４．議題 

（１）第９５回ＩＬＯ総会について 等 

（２）2006 年年次報告について（協議） 

①第２９号条約  ②第８１号条約  ③第１３１号条約   

④第１３８号条約 ⑤第１５６号条約 ⑥第１８２号条約  

 

 

５．議事要旨 

 

（１）議題１ 第９５回ＩＬＯ総会について等 

 松井総括審議官からの挨拶と出席者の紹介に引き続き、政府側より第９５回ＩＬＯ

総会及び第１４回ＩＬＯアジア地域会合の概要報告がなされた。 

 

【主なやりとり】 

（労働者側） 

（第９５回ＩＬＯ総会に関して） 

①労働安全衛生枠組み条約が成立したことを評価する。日本としても労働安全衛生に

関する（途上国）支援を積極的に行い、その効果的実施に努めるべき。また、日本自

身の右条約の早期批准が重要。 



②「雇用関係」について、使用者側の賛成が得られず残念だったが、この勧告が国内

の労働行政にも活かされるよう、政府に求めたい。 

③技術協力においては、ディーセントワークカントリープログラム（国別計画）もキ

ーワードとなったが、これは途上国向けのみならず、我が国についてもどう取り組ん

でいくのか政労使の対話に基づき検討する必要があり、対処を政府に要請したい。 

④ビルマ（ミャンマー）案件について、日本政府はビルマ政府と対話が出来る数少な

い先進工業国でもあり、その調整の下、早急に強制労働問題が解決されることを望む。 

 

（使用者側） 

（第９５回ＩＬＯ総会に関して） 

①労働安全衛生枠組み条約が成立したことを評価する。 

②「雇用関係」に関して、確かに過去、工業化を進めるような時代にあっては労働者

保護が中心的課題であったが、現在の新しい経済市民社会では主体性のある市民の活

動範囲が拡大している。今回の勧告案はそのような時代の流れに則していないものだ

ったので、使用者側の多くが反対せざるを得なかった。いずれにせよ、今回の議論は

国際労働基準を作るプロセスに関しＩＬＯにとって大きな問題提起となった。即ち、

今後は政労使三者のコンセンサスを作る一層の努力が求められる。 

③条約や勧告の効果的適用のためにも、ＩＬＯの技術協力は重要であるが、これを通

じてディーセントワークの実現を目指すのであれば、重要な「手段」として、もう少

し、中身を詰める必要があると考える。 

④ミャンマー案件は重要なテーマであった。また、政治的な判断も働いたものと承知。 

⑤今回、ゲストスピーカーとしてコスタリカ大統領がスピーチを行った。同国は結社

の自由に関して問題視されることが多い国だが、「軍隊を放棄」して教育への投資に注

力したことは注目に値する。 

（第１４回ＩＬＯアジア地域会合に関して） 

①パラレルセッションのみならず韓国労働部長官主催の特別セッションにおいても、

アジア地域で重要な「技能開発」をテーマとした議論がなされたことを紹介したい。

我が方からも、実りある労働の実現について責任感を有する経営者を育てていきたい

旨の発言を行った。 

②また、結論文書にもあったように、今後の「アジアのディーセントワークの十年」

は重要なもの。政労使三者構成の「メカニズム」という表現があるが、むしろ三者の

「コミュニティ」が形成されてきている。 

 

（政府側） 

 ディーセントワークカントリープログラムについては、何らかの検討の必要性は感

じている。 

 

 

（２）議題２ 2006 年年次報告について（協議） 

 政府側より、2006 年の日本政府年次報告案について説明がなされた後、意見交換が

行われた。 

 

（労働者側） 



 年次報告の政府案に対する意見は提出しているところ。 

８１号条約に関し、雇用労働者の４４％が女性、女性労働者の５２％が非典型労働

者という状況の下、監督にあたって、男性の労働基準監督官ではわかり得ない面もあ

り、女性監督官の拡充を求めるものである。もちろん、試験で採用する以上は、合格

基準を下げろというものではなく、女性の応募者を増やすよう努力されたい。 

 １５６号条約に関しては、育児休業の対象労働者の範囲が十分でないこと等を指摘

したい。また、次世代育成支援対策基本法の行動計画に関し、３００人未満の企業に

も策定を指導すべきとの考え。 

 

（政府側） 

 女性の労働基準監督官拡充に関しては、職員採用募集パンフレットに先輩女性職員

のメッセージ等を取り上げ、女性応募者の一層の拡充を図っていることをコメントし

たい。 

なお、頂戴したご意見は政府案に添付してＩＬＯ事務局に提出することとする。 

 

 

－了－ 

 

 



別添９ 
第８回ＩＬＯ懇談会議事要旨 

 

 

１．日時：平成１９年４月１０日（火） １５：３０～１７：４５ 

 

２．場所：厚生労働省第１２会議室 

 

３．出席者：（敬称略） 

（１）労働者側 

  日本労働組合総連合会国際代表            中嶋  滋 

  日本労働組合総連合会総合労働局長          長谷川裕子 

  日本労働組合総連合会国際局長            生澤 千裕 

 

（２）使用者側 

  日本経団連国際協力センター参与           鈴木 俊男 

  日本経済団体連合会国際第二本部長          讃井 暢子 

  日本経済団体連合会労政第二本部国際労働グループ長  高澤 滝夫  

（松井労政第二本部長の代理） 

 

（３）政府側 

  厚生労働省大臣官房総括審議官（国際担当）      松井 一實 

  厚生労働省大臣官房国際課長             妹尾 吉洋 

   

４．議題 

（１）第２９８回ＩＬＯ理事会の報告 

（２）未批准条約について 

  ・第９４号条約について 

  ・第１０５号条約について 

  ・第１１１号条約について 

  ・第１７５号条約について 

 

５．議事要旨 

（１）議題１ 第２９８回 ILO 理事会の報告 

松井総括審議官からの挨拶、出席者紹介に引き続き、政府側より第２９８回ＩＬＯ

理事会の概要説明がなされた。 

 

【発言概要】 

（労働者側） 

① 国連改革（いわゆる One-UN に向けた動き）について 

想像以上のスピードで One-UN の取り組みが進んでいる。パイロット事業は現在８

カ国で行われているが、開発途上国における各国連現地事務所の予算・プログラム及

び代表者が統合される過程の中で、ＩＬＯの三者構成主義の基盤が危ぶまれている。

例えば、パキスタンにおけるパイロット事業では、ＵＮＤＰ主導のもとに各種プロジ

ェクトが進行し、労使のみならずＩＬＯや労働担当官庁すらプロジェクトに関われて

いないと聞いている。ソマビアＩＬＯ事務局長は当該案件を成功事例として報告した

が、実態は全然違う。また、同事務局長は三者構成主義と他の国連機関に広める良い

機会だと言っているが、実態を鑑みれば実現可能性は低いと言わざるを得ない。労働



の世界の公正確保という観点から、三者構成主義が損なわれないよう今後の動向に注

意すべきである。 

② CFA（結社の自由委員会）について 

報告書において、我が国の岡山高教祖案件について言及された。公務員制度改革と

も関連があり、今後ＣＦＡの動向について注視する必要がある。 

③ ミャンマー案件について 

ビルマ（ミャンマー）案件について、ILO と政府間で合意文書を締結したとのこと

であるが、軍事政権によって組織的に強制労働が行われているという点については何

も改善しておらず、依然として深刻な事態が続いている。 

④ PFA（計画財政管理委員会）について 

必要な主張はしつつも事務局の予算案と説明に理解を示すという、今次理事会にお

ける日本政府の態度は労働者側からも評価されている。また、次期予算年度の日本の

分担率は前期比で約 3 ポイント下落しているが、これは中国の分担金よりも大きな額

である。技術協力予算は各国の任意拠出によってようやく成り立つ状況となっている。

従って労働側グループの議論の中でも、今回の日本政府の減少分について、技術協力

活動に対し任意拠出することを期待する声が強い。せっかく良い政策を打ち出しても、

財源の裏付けのない知恵は無力である。ＩＬＯにおける日本の影響力を低下させない

ためにも、日本政府としてしかるべく予算をつけるべき。 

 ⑤ ISO（国際標準化機構）との関係について 

理事会本会議では安全衛生マネジメントシステムについてのみ議論されたが、MNE

（多国籍企業小委員会）でも議論の俎上に上ったＣＳＲ（企業の社会的責任）に関す

る ISO との協力関係については、話が進行しているようだ。 

 

（使用者側） 

① 国連改革について 

国連内でも規模の大きな組織に全てを任せると政労使の三者構成は表面に出てこ

なくなってしまう恐れがある。ＩＬＯ事務局長が国連事務総長に対し、“One-UN”に

おける三者構成の維持を直訴してもいいのではないか。 

② 2009 年の第９８回ＩＬＯ総会議題について 

選定された議題の一つ、「仕事の世界における HIV/AIDS への国家的対応の強化」に

ついては、基準設定とするか一般討議とするか、労使の間で意見が割れた。一義的に

は WHO で議論されるべき性質のものではあるが、労働と絡めて本件を議論することも

価値があると考える。  

③ ミャンマー案件について 

在ジュネーブのミャンマー大使が交代したことで、ILO とのこれまでの信頼関係の

維持に懸念があったが、最終的には大使交代による悪影響は無かった。 

④ PFA について 

今次理事会で日本政府がとった態度は使用者側からも評価されている。 

⑤ PFA/BS（ビル小委員会）について 

11月の第 300回理事会にどのような文書が事務局から提出されるか、注視している。 

⑥ ISO との関係について 

ILO と ISO は CSR の面で協力関係にあるが、労働安全衛生関係について ILO に一義

的なマンデートがあるということについては、労使とも同じ見解であると考える。 

⑦ WP/SDG（グローバル化の社会的側面に関する作業部会）について 

貿易と労働基準については、今後も議論が続くと考える。その中で、労働基準自体

が非関税障壁にならないよう考えていくことが必要。 

 



（政府側） 

① 他の国連機関も本部同士のみならず、地域レベルでの政策面の協調を考え、フィー

ルドワークからの政策・実績を積み上げることが、One-UN への動きを進めるために必

要である。 

② 我が国が ILO の中で存在感を高めるには、地域機構を使った技術協力にかかる企

画・立案が重要でないかと考える。それには人的ネットワークのほか、財源よりもむ

しろ知恵で勝負する必要がある。 

 

（２）議題２ 未批准条約について 

   政府側より、第 94 号条約、第 105 号条約、第 111 号条約、第 175 号条約について

説明がなされた後、意見交換が行われた。 

① 第 94 号条約について 

  [労] 本条約の批准検討が進まない理由如何。格差を是正し、ディーセン・トワーク

を実現する観点からも本条約の意義が大きいが、批准に向けて法改正を行う意思

はおありか。国内法で何を整備すれば批准が可能となるのか。条約第 2 条の「仲

裁裁定」「国内の規制」とは国内制度の何に相当するのか。 

  [政] 条約の批准については、条約の規定を担保する国内法制度を整えてから批准す

ることを政府の方針としている。本条約に関しては、我が国の民間部門の労働条

件は、労働基準法に定める最低基準を満たした上で企業ごとに定められており、

条約が求めるような法制度は存在しない。 

   [使] 我が国の制度と条約の土台の部分が異なっており、批准には我が国制度の大き

な変更が必要。 

② 第 105 号条約について 

[使] 我が国の制度と本条約の批准には、どの位の距離があるのか。 

[労] 基本条約であり、非常に多くの国が本条約を批准している中、我が国の制度が

国際的な基準から後れていると見られてしまう。批准に向けたプロセスとして何

がなされなければならないのか。批准に向け政府として具体的にどのような努力

をしているのか。 

[政] 条約は一定の場合を除き懲役刑を認めておらず、我が国の制度との整合性が課

題。 

③ 第 111 号条約について 

[労] 105 号条約と同様に基本条約であり、早期に批准すべき。本条約を批准するに

あたり、「人権擁護法」の整備が必要か否か。 

 [政]  広汎な差別禁止等、条約の細部と我が国制度との整合性につき検討が必要。 

④ 第 175 号条約について 

[労] 比較対象となるフルタイム労働者について、条約では事業所外の者も含むため

批准が難しいとのことだが、格差を是正する観点からも条約の精神が尊重される

べきである。今後も引き続き検討が必要である。 

[政] 一般に、我が国では事業所ごとの雇用管理が行われている。 

[使] 94 号条約と同様、我が国の制度・実態と条約との土台が異なる。 

 

－了－ 

 

 



 
別添１０ 

第2回 ILO海事協議会の概要について 

平成１７年９月２１日 

１．日 時 

９月２０日（火） １５：００～１５：３０ 

２．場 所 

国土交通省１０階海事局会議室 

３．出席者 

労働者代表 

全日本海員組合国際汽船局国際汽船局長、同政策教宣局総合政策部長、同水産局長（代理） 

使用者代表 

社団法人日本船主協会常務理事、日本内航海運組合総連合会船員政策委員会委員（欠席）、社団

法人大日本水産会漁政部長、社団法人日本旅客船協会労海務部長 

国土交通省 

海事局船員政策課長、海事局船員政策課雇用対策室長、海事局船員政策課国際企画室長、海事局

労働環境課長 

４．会議の概要 

○2005年 ILO年次報告について事務局より説明ののち、質疑応答等を行いました。 

○労働者代表より、ILO第 185号条約（1958年の船員の身分証明書条約を改正する条約）について

我が国の批准に関する検討状況及び船員手帳へのバイオメトリクス導入の検討の進捗状況につ

いて質問があるとともに、同条約に係る諸外国の動向に関する情報の提供が求められました。 

これに対し海事局より、「船員手帳のバイオメトリクス化という技術的側面の検討を行ってお

り、その一環として、現在、指紋認証技術の実証実験にとりかかろうとしているところである。

また、ILO 第 185 号条約についても、前向きに取り組んでいるところであるが、同条約の規定は

我が国の出入国政策に大きく関係することから、これまで同様関係当局と調整していきたい。」と

回答しました。 

また、諸外国の動向については、海事局より、「現在、先進海運国としてフランスが、また、

他にヨルダン、ナイジェリア、ハンガリーが批准しており、アジア諸国においても批准に向けて

準備を進めている国があると聞いている。本年2月にフランス当局に情報を求めたところ、フラ

 



 

ンスは、国内法を整備する前に条約を批准しており、国内法令の整備はこれから行うところであ

り、バイオメトリクスの導入もこれから準備する状況である。」旨の情報を提供しました。 

○また、労働者代表より、「ILO 漁業統合条約案について、我が国においては水産庁を中心に検討

されてきたが、今年の ILO 総会において採択が見送られた。再度 2007 年の ILO 総会で審議され

ることとなったが、関係省庁間で連携をとって2年後の総会に臨んでほしい。」旨発言がありま

した。 

これに対し海事局より、「ILO漁業統合条約案については、これまでどおり水産庁と連携しなが

ら対応していきたい。」と発言しました。 

○最後に、労働者代表より、本協議会の今後の予定について質問があったことから、事務局より、

「来年2月に海事総会が予定されていることから、海事総会前に本協議会を開催する方向で調整

したい。」旨回答しました。 

 



別添１１  

第3回 ILO海事協議会の概要について 

平成１8年９月１２日 

１．日 時 

９月１１日（月） １３：３０～１４：００ 

２．場 所 

中央合同庁舎2号館15階高等海難審判庁審判業務室 

３．出席者 

労働者代表 

全日本海員組合国際局長、同水産局長、同国際局外航部長 

使用者代表 

社団法人日本船主協会海務部副部長、日本内航海運組合総連合会第一事業部担当部長、社団法人

大日本水産会漁政部長、社団法人日本旅客船協会労海務部長 

国土交通省 

海事局船員政策課長、海事局船員政策課雇用対策室長、海事局船員政策課国際企画室長、海事局

運航労務課長 

水産庁 

漁政部企画課課長補佐 

４．会議の概要 

○「2006年 ILO年次報告」について事務局より説明ののち、質疑応答等を行いました。 

○「ILO漁業条約に関するILO事務局からの質問状に対する回答」について事務局より説明ののち、

意見交換等を行いました。 

これに対し労働者代表より、「引き続き、関係省庁間で連携をとって来年の総会に臨んでほし

い。」旨発言がありました。 

○次に、本年2月の海事総会において採択された海事労働条約について、事務局より審議経過等を

報告するとともに、今後、ILO憲章第19条の規定に基づいて本条約の報告書を国会に提出するた

めの作業を行っていくことを報告しました。 
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